
【Ⅰ．主な取り組み】

【Ⅱ．目標指標】
６年度

実績値 達成度 目標値   　　　 25　　     50　　　　75　 　 　100      125

ⅰ 2,265 111.0% 2,250

【Ⅲ．指標による評価】

ⅰ 達成 　 地域での相談支援体制の強化や地域移行・地域定着を支える人材育成の取り組み等により、目標値を達成することができた。 達成

グループホーム利用者数（人） ③ H26 1,325 2,041

指　　　　標
関連する
取組№

基準値 ３年度 目標達成度（％）

年度 基準値 目標値

評価 理　　　　由　　　　等 平均評価

取組№ ① ② ③ ④

取組項目
障がいのある人もない人も心豊かに

暮らせる大分県づくり
サービス提供基盤の整備 地域生活への移行促進 芸術文化・スポーツの振興

施策評価調書（３年度実績）
施策コード Ⅰ－３－（１）

政策体系

　施策名　障がい者が安心して暮らせる地域生活の推進 所管部局名 福祉保健部 長期総合計画頁 35

　政策名　
障がい者が安心して暮らせる社会づくりと障がい者雇用率日本一の
実現

関係部局名 福祉保健部



【Ⅳ．指標以外の観点からの評価】 【Ⅴ．施策を構成する主要事業】

②

【Ⅵ．施策に対する意見・提言】

【Ⅶ．総合評価と今後の施策展開について】

○大分県障害者施策推進協議会（R3.12）
・精神科病院からの地域移行で、大分県はだんだん数値が良くなってきている。65歳未満の長
期入院患者についてもかなり達成できている。

総合評価 施策展開の具体的内容

Ａ

・障がい者が「親なきあと」も地域で生活できるよう、相談員の養成及び市町村の地域生活支援拠点等の整備に向けたアドバイザー派遣を継続して実施する。
・障がい者の権利擁護推進のため、相談支援体制の充実を図る。また、障がいや障がい者に対する理解促進のため、企業等への出前講座を引き続き実施する。
・障がい者の社会参加の環境を整備するため、遠隔手話サービスやヘルプマークの普及を推進する。
・手話理解のさらなる促進を図るためポスター、動画、SNS広告、CM等による周知や手話の簡易教材の作成を行う。
・障害福祉サービスの提供体制の充実を図るため、障がい者福祉施設整備への助成等を行う。
・障がい者の生活環境整備及び地域移行を促進するため、住宅設備を在宅の重度障がい者（児）に適するよう改造する経費を支援する市町村に対し助成する。
・精神障がい者の地域移行を支援するため、支援スタッフのスキルアップ、連携強化及び活動範囲の拡充を目指す。
・「おおいた障がい者芸術文化支援センター」の相談支援体制の充実を図り、創造・発表・鑑賞の機会を提供し、芸術文化を通じた障がい者の社会参加を促進する。
・スポーツを通じた障がい者の社会参加促進のため、障がい者スポーツの振興を図る。

②
・障がい児への福祉サービス提供基盤の充実を図るため、障がい者福
祉施設の新設1件（児童発達支援センター）に対して助成を行った。

③

・障がい者の生活環境整備、地域移行促進のため、住宅設備を在宅の
重度障がい者（児）に適するよう改造する経費を支援する市町村に対し
助成を行った（9件）。
・精神障がい者の相談支援体制の強化、地域移行・定着を図るため、体
制整備として、県及び圏域での協議会を開催した。また、支援者の人材
育成として、地域移行・定着促進研修（7回）や経験・知識の豊富な相談
支援専門員を派遣（5件）し、支援者の質の向上を図った。

④

・障がい者の芸術文化活動を促進するため、「おおいた障がい者芸術文
化支援センター」において、創造・発表・鑑賞の機会提供や人材育成、
相談支援等を行うとともに、R3.10月に県立美術館で障がい者アート作
品の展覧会を開催した。（観覧者：3,892人）
・「第40回記念大分国際車いすマラソン」（R3.11）を開催した。

障がい者差別解消・権利擁護推進事業 100.0 52
障がい者福祉施設整備事業

④
障がい者芸術推進事業 94.4 54

国際車いすマラソン大会開催事業 93.8 54

105.7 53

③
在宅重度障がい者住宅改造助成事業 133.3

精神障がい者地域移行・定着体制整備事業 94.4 53

取組
№

指標以外の観点からの評価
取組
№

事業名（３年度事業）
事務事業評価

 成果指標の達成率（％） 掲載頁

①

・障がいを理由とする差別に対応するため、障がい者差別解消・権利擁
護推進センターに専門相談員2名を配置し、相談に対する関係機関との
調整、相談者への助言・情報提供等を行った。（相談件数(R3)延べ1,515
件）
・障がいへの理解を深めるため、企業・団体向け講座を18回開催した。
・障がいのある方が「親なきあと」も引き続き地域で生活できるよう、親な
きあと相談員の養成（37名）やアドバイザー派遣（21回）を実施した。

親なきあと支援体制構築事業 100.0 52

53

①


